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研究成果の概要（和文）：生活を中心としたカリキュラムとの整合性を保った特別支援教育体制の構築に向け、ドキュ
メンテーションを中核的なツールとして位置付けるべく、求められる配慮等を明らかにすることを目的とした。結果は
以下の通りである、①国内の活用状況は依然として少ないが、国外では定量的・定性的データの双方から事例の評価を
行う必要性が指摘されている。ただしその方法論の検討には至っていないこと。②作成にあたって、選択する場面次第
で作成の難易度が変わること、③大人は対象児の動機等をそれぞれに解釈しながら、学びに向けた生活環境の修正や調
整を適宜行っており、ドキュメンテーション作成ではこうした情報も集めることが求められる。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to investigate the ways to apply the documentation 
to the educational system for children with special needs.To investigate this question, I reveal 4 types 
of sub-question. The results are as follows: (1) the use of documentation for children with special need 
in Japan is less. On the other hand, there is a problem about the way to combine qualitative data and 
quantitative data in other country.(2)in the process of creation of the documentation, there is a need 
for consideration in selection of the scene. (3)for children's learning, adult modify and adjust living 
environment at any time. Such information should be collected at the process of creation of 
documentation.
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１．研究開始当初の背景 
 文科省による調査結果からも窺えるよう
に、2007 年以降の幼稚園における特別支援
教育システムの整備はトップダウン的に推
し進められ、急激な量的拡充を得るに至った。 
 他方で「個別の指導計画」や「巡回相談の
実施」など、支援システム進展に伴う各種活
動・ツールが導入されるほど、新規なツール
や方法に戸惑いを示したり、逆に保育者―他
専門職種間（就学先小学校・支援学校なども
含む）の連携における問題が露呈される事態
も生じている。多様な実態を示し、かつその
状態像が変化しやすい乳幼児期であるから
こそ、特別支援教育が重視している、分野・
領域を超えた異業種間の協力関係と、それに
基づく柔軟な子ども理解と対応が求められ
るものと考えるが、体制整備の進展は、当初
期待した「つなぐ」という役割よりも、むし
ろ「分断」あるいは「保育らしさの消失」と
いう結果をもたらした事態も鑑みる必要が
あるだろう。 
 そもそも「対人」の分野で、特定の支援ツ
ールや活動が導入・整備される場合には、そ
の分野における問題解決の在り方や志向性
との整合性を図る必要がある。しかし、「特
別支援教育」が始まる前から周到に準備し、
その「中身」を議論してきた学童期に比べ（例
えば、特総研の廣瀬ら,2005 による校内支援
委員会設立の検討など）、幼児期の展開はま
さに「形」からの検討しか行われてこなかっ
た。 
 こうしたなか、遊びや生活を中心とした幼
児教育のカリキュラムとの整合性を保とう
とするシステムやツールの展開が、最近にな
って議論され始めており（吉川, 2013; 真鍋, 
2013; 吉川・上村, 2014）、今後具体的な方法
とそれを支える枠組み・理念の双方の明確化
が求められる。またその議論をベースに、改
めて、ライフステージを超えた支援や学びの
保障に向けて、学童期以降のシステムとのつ
ながりを検討していく必要があるだろう。 
  
２．研究の目的 
 国内外を問わず幼児教育の分野では、ドキ
ュメンテーション（子どもの言葉・活動の過
程等が写真・ノートなどの多様な手段で記
録・集約されたもの）が、子ども理解、子ど
もや保育の評価、保護者との連携、説明責任
などで有効に活用できるツールとして、昨今
注目を集めている。研究代表者の過去の取り
組みにおいても、既存の個別の指導計画との
併用（真鍋, 2013）、園内カンファレンスでの
使用（七木田・真鍋ら,2010）、就園や就学時
の引継ぎで使用する就学支援シートへの接
続（七木田・真鍋ら, 2010; 真鍋, 2011）など、
幼稚園等における特別教育支援体制との接
点や活用の可能性を多く見出してきた。 
 本研究では、こうした経緯から特別支援教
育体制構築の中核的なツールとしてドキュ
メンテーションを位置づけるべく、その展開

に求められる配慮や具体的な方法などを明
らかにすることを、本研究の目的とした。こ
れに向けて、本研究では以下の 4 つの検討を
行った。 
(1) 我が国の障害児支援におけるドキュメン
テーションの活用状況の検討 
(2) 他国におけるドキュメンテーションの活
用状況とその背景状況に関する検討 
(3) ドキュメンテーション作成に伴う負担の
検討 
(4) 生活を通した学びに関する事例検討 
 
３．研究の方法 
 上記目的に合わせて、以下の方法により実
施した。 
(1) 国内のドキュメンテーションの活用状況
の検討 
 筆者らの研究を含めて、これまでに国内で
報告されている先行研究の実態から、ドキュ
メンテーションあるいはポートフォリオ形
式のツールの活用状況、効果、活用上の問題
点、配慮を要する点などを検討した。 
(2)国外のドキュメンテーションの活用状況
とその背景状況に関する検討 
 国外の先行研究ならびに国外学会（米国特
殊教育協会幼児部門：DEC）等での情報収集
を通して、ドキュメンテーションやそれに類
するツールの活用の現状を明らかにした。 
(3)ドキュメンテーション作成に伴う負担の
検討 
 作成するドキュメンテーションの形式の
違いがもたらす負担感等を明らかにするた
めに、幼児の数概念の記録方法に関して、A：
エピソード記述の形式を中心として自由に
まとめるものと、B：観察の視点（中坪, 2012）
を設け見る視点を絞ったものの、2 種類のタ
イプのドキュメンテーションを用意し、事例
の詳細を知らない第 3 者に作成を依頼した。
2 名それぞれが 8 施行実施し（８観察事例分）、
前半部を A（ベースライン）、後半部を B（介
入）として、2 名の介入期をずらすデザイン
を用いて、「作成の難易度」「負担感」「作成
に対する納得度」をそれぞれ評価した。 
(4)生活を通した学びに関する事例検討 
 個々の生活と認知面との両方からの解釈
が行いやすい数概念・計算学習に焦点を当て、
複数年にわたるそれらのスキルの獲得状況
ならびにその学習の基盤となった生活文脈
（児童は学校を含む）との関係を明らかにし
た。対象児は典型発達児 1名（認知面のディ
スクレパンシーが大きい児）、脳性麻痺児 1
名、ASD 児 1名であった。 
個別指導時のデータ、保護者からの聞き取

り、学校での宿題やテストの結果、発達・知
能検査の結果など、事例研究としてこれらの
データを収集し、分析の対象とした。またそ
の際、生活を通した学びにおいてもっとも身
近な保護者が、生活の中でどのように活動と
本人との間の物理的・認知的ギャップを捉え、
そのように活動参加と学びを保証させよう



としていたかに関して、保護者への聞き取り
調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 我が国の障害児支援におけるドキュメン
テーションの活用状況の検討 
 国内でドキュメンテーションあるいはそ
れに類するツールを障害幼児の支援に活用
しているものは、論文 5 件、発表 6 件、書籍
1 件のみにとどまっていた（うち研究代表者
に関するものが論文 3 件、発表 2 件）。なお
ドキュメンテーションが展開された支援シ
ステム内の活動ならびにそこでの目的は下
記表のとおりであった。 

少数ではあるが、これまでの活用事例の報
告から明らかにされたドキュメンテーショ
ンの効果として指摘されている事項を、いく
つかの次元（システムレベル、関係性レベル、
意図レベル）に分けてまとめたものを下記図
に示した。保護者を含めて関係する者同士は、
それぞれの生活文脈を基盤として、それぞれ
に異なる見方から子どもを捉える。立ち位
置・見る方向の違いは同じ子どもであったと
しても多様な価値観や解釈の異なりをもた
らすが、そうした異なる者同士の意図や関係
性を「調整」する機能を果たす点に、その可
能性を期待する報告が多く見られた。ただし、
それらに関する記述はいずれもドキュメン
テーションを活用した実践者の印象レベル
であり、条件の統制や比較を行ったうえでの
検討が行われているものは 1件のみであった
ため、ドキュメンテーションの効果や影響に
関するより実証的な検討が必要であること
が指摘された。 

 
(2) 他国におけるドキュメンテーションの活
用状況とその背景状況に関する検討 
 障害幼児への支援に関する PDCA サイク
ルの改善において、（学習成果に関する）客

観的な定量的データを用いることの重要性
を繰り返し説いてきた米国を主として、国外
のドキュメンテーション等のツール活用・展
開状況に関する検討を行った。 
 米国特殊教育協会幼児特殊教育専門部門
（DEC）の年次大会で経年的に開催されてい
るポートフォリオ形式のツールを用いた支
援実践のシンポジウムは、ここ数年継続して、
かつ他のセッションに比しても、盛況に開催
されており、幼児の学びを定量的な手法以外
で評価することに関して、その注目度の高さ
がうかがえる。 
一方で、研究者や実践者へのインタビュー

からは以下のことも明らかになった。①一人
一人に作成される個別の計画（IEP）に記載
される目標と、ツールに記載される幼児の学
びとの間のつながりを担保させる必要性は
感じていること、②一方、その担保のさせ方
について、アセスメントから評価に至る
Linked System 内（Bricker ら, 2011）での、
具体的な手法はこれまでほとんど議論され
ていないこと、③研究・実践上の取り組みと
して、定量データと定性的データの扱いは補
完関係よりも、むしろ排他的な関係になって
しまっていること。その背景に、膨大な情報
を持つ定性的データのまとめ難さが関係し
ていること。 
米国におけるインクルーシブ保育環境の

介入手法のスタンダートとして位置づく
（DEC, 2015）「埋め込み型の指導方略」を
用いた包括的アプローチシステムである
ABI（Activity-Based Intervention; Bricker
ら, 2004: 邦訳：七木田・山根ら, 2011）でも、
子どものパフォーマンス評価に関するデー
タ収集においては、定性的・定量的データの
双方を重視することが求められている
（ Johnson, Rahn, & Bricker, 2015; 
pp228-229）。定量的なパフォーマンスデータ
と定性的なパフォーマンスデータを総合的
にとらえる視点の重要性は指摘されている
ものの、その具体的な方策は確立されておら
ず、そのことが実践者の悩みへとつながって
いる可能性が示唆された。 

 
(3)ドキュメンテーション作成に伴う負担の
検 
障害のある幼児を養育する保護者が作成

することを想定し、数概念形成に関わる家庭
生活の VTR を題材に、第 3 者 2 名にドキュ
メンテーション作成を依頼した。各 VTR 題
材のタイトルと関係する数概念とのつなが
りは以下の通りであった。 
①「わたし○歳になったよ」/ 指数字・数詞 
②「おふろでカウント」/ 数唱 
③「さかなは何匹いるのかな」/ 計数 
④「寝るまえの絵本読み」/ 計数・概括 
⑤「ハッピーバースデー」/ 数唱・動作のリ
ズム同期 

⑥「なんこかな」/ 概括・サビタイズ・指数
字 



⑦「ぴょんぴょんとらんぽりん」/ 数唱 
⑧「みんなでみかん」/抽出、 1 対 1 対応 
 下記図に実際に使用したドキュメンテー
ションのフォーマットと作成例を示す。 

 
作成に対する「難易度」「負担感」「納得度」

について、2 名の評価を下記図に示した。1
名（グラフ上段）に関しては、「興味・関心・
夢中・挑戦心・表現・役割」という事例考察
の視点が加わる B 条件にて、いずれの項目も
肯定的な変化を見せた。一方、もう 1 名の作
成者については、そうした視点が加わっても
作成に対する評価は変化しなかった。 
各ドキュメンテーションの作成毎に記入

を依頼した自由記述の結果について、特に前
者の者について「5 つの項目があらかじめ設
定されていたので、VTR を見る際にどこに観
点を置いてみればよいのかわかっていたの
で、楽に感じた」と指摘された。しかし、項
目の追加（B 条件）に伴うメリットはそれ以
上挙げられず、むしろ後者の事例からもわか
るように、作成者の負担等は記録の対象とし
て取り上げる場面次第で大きく変わること
が指摘された。その他の自由記述を含めて、
対象児の生活文脈と発達的な視点の双方を
考慮に入れたドキュメンテーションの作成
にあたって、下記の点を考慮に入れながら作
成者の作成支援を行う必要性が示唆された。 
・写真の切り出す場面とその選定理由 
・観察対象の場面、その時間の長さ 
・1 場面内に（その人にとって）重要と思え
るエピソードが複数入っていた場合の選択
（捨象）方法 
・エピソード間（ドキュメンテーションのペ

ージ間）の関連性 

 
(4)生活を通した学びに関する事例検討 
①個人内差が大きい児（継次＞同時） 
 事例検討の対象時期は CA1 歳 9 か月～3
歳までを対象とした。下記図の左部は数概念
の達成状況（水平軸の数字は数概念の数詞・
数詞・数量等である）を示しており、右部は
数概念学習の舞台としてどの生活場面がお
もであったかを表した。CA2 歳 1 か月前（秋・
冬）は、風呂場での 10 までの数唱の経験、
リモコンの数字押し、絵本の絵を数える経験、
またエレベーターの階数のボタン押し経験
などが主であった。 
 
 
 
 
 
 

 
 CA3 歳前は、同じように秋・冬の時期であ
ったが、暖冬と保護者の生活リズムの変化か
ら、湯船で数える機会がぐっと減り、代わり
に自分の体重が（友達よりも軽いので）もっ
と増えてほしいという動機に支えられ、脱衣
所で体重計に乗る習慣ができる（数字読みの
機会として）。 
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②脳性麻痺児 
 事例検討の対象時期はCA4歳～9歳 1か月
までを対象とした。就学前には自宅のふろ場
で数字表を見て数を数えたり、簡単なお手伝
いを行うなかで数量概念形成の機会を得て
いた。また民間の学習塾や月に 1・2 回の作
業療法でも、基本的な数概念形成の機会を得
ていた。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 しかし、眼球運動を含めた視覚処理の苦手
さもあり、就学の足し算・引き算学習と本人
の知的・認知能力との間のギャップが大きく
出始める。特段、本人の体力との兼ね合いか
ら帰宅後昼寝の時間も保障しなければなら
ないなか、宿題にかける時間が相当に長くな
ってしまい、保護者は本人が楽しみにしてい
た民間学習塾をやめる選択を行う。この経験
が 2 年間続いたのち、担任が変わり宿題の量
が調整され、また保護者自身も本人の負担と
動機との関係から、させるべき課題としなく
てもいい課題の調整、生活の中で数に関わっ
てほしい場面の強調（病院での医療費 200 円
の支払いの機会など）など、本人に無理のな
い「数との出会い・かかわり方」をさせよう
と工夫し始める。  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③事例のまとめ 

ASD 児 1 名（言語理解が優位に高い）の事
例を含めて、対象児の数概念・計算学習の経
過には、それぞれの生活範囲とそのアクセス
の程度が大きく関与していた。またその際、
対象児の数に対する動機づけを保護者が解
釈しながら、生活環境内で様々な活動の修正
や調整（Sandall & Schwarz, 2008）を行い
ながら学習機会を維持させようとしている
ことが明らかにされた。 
 
(5)今後の課題と展望 
 乳幼児期から学童期前半までの接続期を
含めた特別支援教育体制の構築に向けて、ド
キュメンテーションを中核的なツールとし
て位置付けるための検討を行った。 
 今後、ドキュメンテーションを実際の事例
に適用し、その効果と可能性を検証していく。
その際、広範囲に及ぶ対象児の生活状況を、

大人がそれぞれに「調整」しながら、対象児
の活動への参加とそこでの発達を支えてい
ことに注目したい。特に、特に生活の舞台を
異にする養育者や多職種の専門家との間で、
生活環境の調整の内容や意図にズレが生じ
ることはないのであろうか。またドキュメン
テーションの活用がそれにどのような影響
を与える可能性があるのか。こうした点も明
らかにする必要がある。 
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